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嬉野市の給与・定員管理等について  

１  総括  

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）  

区  分  

 

住民基本台帳人口  

     (21年度末 ) 

歳  出  額  

        Ａ  

実質収支  

 

人  件  費  

      Ｂ  

人件費率  

 Ｂ／Ａ  

(参考 ) 

19年度の人件費率  

21年度     人  

２９，０７８  

      千円  

1 2 , 6 1 9 , 2 2 6  

    千円  

5 8 1 , 1 2 5  

    千円  

1 , 9 0 1 , 9 9 8  

      ％  

1 5 . 1  

              ％  

1 7 . 6  

 

 ( 2 )  職員給与費の状況（普通会計決算）  

区  分  

 

職員数  

    Ａ  

給      与      費  一人当たり  

給与費  B / A  

 

 

 

 

類 団 （ Ⅰ - 1） 

一 人 当 た り 給 与 費       給   料  職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当     計  Ｂ  

21年度  

 

    人  

1 9 1  

    千円  

7 6 5 , 5 8 9  

    千円  

9 9 , 9 4 6  

    千円  

2 8 0 , 9 1 8  

    千円  

1 , 1 4 6 , 4 5 3  

       千円  

6 , 0 0 2  

       千円  

5 , 8 6 3  

   （注）１  職員手当には退職手当を含まない。  

 ２  職員数は、 22 年４月１日現在の人数である。  

 

 (3) 特記事項  

  平 成 1 8 年 1 月 嬉 野 町 、 塩 田 町 が 合 併 。  

 

 

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （注）１   ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の  

       給与水準を示す指数です。  

   ２  類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を  

    単純平均したものです。  

         ３  平 成 １ ８ 年 1 月 合 併 の た め 、 嬉 野 市 に 係 る 平 成 １ ７ 年 の 指 数 は あ り ま せ ん 。  

 

２  職員の平均給与月額、初任給等の状況  

 

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２２年４月１日現在）  

 

    ①一般行政職   

                                                                          

  

 

 

 

 

 

区  分  平 均 年 齢      平均給料月額  平均給与月額  
平均給与月額  

（国ベース）  

嬉野市       45.4歳    336,200円   381,586円     357,863円  

佐賀県      44.0歳      334,593円    407,371円  358,800円  

国     41.9歳     325,579円     ―     395,666円  

 類団 (Ⅰ -1)    43.3歳     326,813円   375,935円    353,294円  

                                                                                            

    ②技能労務職                                                                         

                                                                                   

区   分  

公  務  員  民   間  参 考  

平 均 年

齢  
職 員 数  

平 均 給 料 月

額  

平 均 給 与 月

額 （ Ａ ）  

平 均 給 与 月 額

（ 国 ベ ー ス ）  

対 応 す る 民 間

の 類 似 職 種  
平 均 年 齢  

平 均 給 与 月 額

（ Ｂ ）  
Ａ ／ Ｂ  

嬉野市  46.8 歳  8 人  292,563円  302,319円  297,475円  ―  ―  ―  ―  

 うち学校用務員  

・学校給食員  
47.8 歳  3 人  293,533円  306,533円       ―  ―  ―  ―  ―  

佐賀県   49.6歳  3 5 6 人  331,591円  379,471円  347,837円  ―  ―  ―  ―  

国   49.3歳  3 , 9 5 5 人  284,514円  ―  322,291円  ―  ―  ―  ―  

類団（Ⅰ－１）   48.6歳  3 0 人  306,912円  330,237円  319,997円  ―  ―  ―  ―  

95.7

97.6
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100
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区   分  

参   考  

年 収 ベ ー ス （ 試 算 値 ） の 比 較  

公 務 員 （ Ｃ ）  民  間  

（ Ｄ ）  
Ｃ ／ Ｄ  

嬉野市  4 , 9 2 0 , 1 3 6 円  ―  ―  

 うち学校用務員  

・学校給食員  
4 , 9 8 1 , 2 9 9 円  ―  ―  

※ 年 収 ベ ー ス の デ ー タ は 、そ れ ぞ れ 平 均 給 与 月 額 を 1 2 倍 し た も の に 、前 年 度 に 支 給 さ れ た 期 末 ･勤 勉 手 当 を 加 え た 試 算 値 で あ

る 。  

※ 学 校 用 務 員 、 学 校 給 食 員 に つ い て は 、 尐 人 数 で あ る た め プ ラ イ バ シ ー 保 護 の た め 統 合 し た 数 値 を 計 上 し て い る 。  

 

(2) 職員の初任給の状況（２２年４月１日現在）  

区     分  嬉  野  市  佐  賀  県  国  

一般行政職  

 

大  学  卒  161,600円   166,173円         172,200円   

高  校  卒           140,100円   135,197円      140,100円   

技能労務職  高  校  卒       137,200円   132,398円       137,200円   

 

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２２年４月１日現在）  

区     分  経 験 年 数 1 0 年         経 験 年 数 1 5 年         経 験 年 数 2 0 年         

一般行政職  

 

大  学  卒            264,517円            299,000円            341,500円  

高  校  卒  ―  ―            305,900円  

技能労務職  高  校  卒  ―  ―  ―  

 

  

３  一般行政職の級別職員数等の状況  

 ( 1 )  一般行政職の級別職員数の状況（２２年４月１日現在）  

区  分  標準的な職務内容  職員数  構成比   
 

 
 
 

 
 

                             

        
 
 

 
 
 

 
 

 
 

  

７  級  
 

 

部 長 の 職 務  
 

        8人        4.8％  

 

６  級  
 

 

課 長 の 職 務  
 

       19人     1 1 . 9％  

 

５  級  
 

困 難 な 業 務 を 分 掌 す る  
副 課 長 の 職 務  

        39人   23.2％  

 

４  級  
 

1副 課 長 の 職 務  
2困 難 な 業 務 を 分 掌 す
る 主 任 の 職 務  

      22人       17.3％  

 

３  級  
 

 

主 任 及 び 主 査 の 職 務  
 

      49人      28.0％  

 

２  級  
 

比 較 的 高 度 の 知 識 又 は
経 験 を 必 要 と す る 業 務
を 行 う 主 事 及 び 技 師 の
職 務  

       12人        6.5％  

 

１  級  
 

主 事 、 技 師 、 主 事 補 及
び 技 師 補 の 職 務  

      15人        8.3％  

  （注）１  嬉野市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。  

       ２  標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。  

                                                                                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 昇給への勤務成績の反映状況 

  昇給に対する勤務成績の反映は行っていない。  

7級, 4.9% 7級, 4.8%

6級, 11.6% 6級, 11.9%

5級, 23.8% 5級, 23.2%

4級, 13.4% 4級, 17.3%

3級, 29.9%
3級, 28.0%

2級, 7.3% 2級, 6.5%

1級, 9.1% 1級, 8.3%
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４ 職員の手当の状況  

 (1) 期末手当・勤勉手当  

  

 

 

  

 

 

  

 

 

嬉  野   市  佐  賀   県  国  

1人当 たり平 均支給 額  

（ 21年 度） 

          1,727千円  

1人当 たり平 均支給 額  

（ 21年 度） 

         1,814千円  

―  

 

（ 21年度支給割合）  

 期末手当       勤勉手当  

   2.75 月分     1 . 4 0  月分  

  ( 1.50 )月分    ( 0.70)月分  

（ 21年度支給割合）  

 期末手当       勤勉手当  

   2.75 月分    1 . 4 0  月分  

  (1.50 )月分   ( 0.70)月分  

（ 21年度支給割合）  

 期末手当       勤勉手当  

   2.75 月分    1 . 4 0  月分  

  (1.50 )月分   ( 0.70)月分  
 

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置              有  

 役 職 加 算  5～ 1 5 %  

  

 

 （加算措置の状況）  

 職制上の段階、職務の級等による加算措置              

役 職 加 算  5～ 2 0 %  

 管 理 職 加 算  1 0 %  

 

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

 役 職 加 算  5～ 2 0 %  

 管 理 職 加 算  1 0～ 2 5 %  

 （注）  (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。  

 

 

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）  

 勤務実績の反映は行っていない。  

 

 

 (2) 退職手当（２２年４月１日現在）                                              

 

 

 

 

 

 

 

 

  

嬉   野   市  国    

  

  

  

  

  

  

  

  

（支給率）        自己都合   勧奨・定年  

勤 続 2 0 年          23.50  月分   30.55 月分  

勤 続 2 5 年          33.50 月分   41.34 月分  

勤 続 3 5 年          47.50 月分   59.28 月分  

最高限度額      59.28 月分   59.28 月分  

その他の加算措置  定年前早期退職（ 2～ 20%）  

(退職時特別昇給             無    )  

1人当たり平均支給額       24,696千円  

（支給率）       自己都合    勧奨・定年

勤 続 2 0 年          23.50  月分   30.55 月分  

勤 続 2 5 年          33.50 月分   41.34 月分  

勤 続 3 5 年          47.50 月分   59.28 月分  

最高限度額      59.28 月分   59.28 月分  

その他の加算措置  定年前早期退職（ 2～ 20%）  

                     

 

 （注）  退職手当の１人当たり平均支給額は、２１年度に退職した職員に支給された平均額である。                                                          

 

 

 (3) 特殊勤務手当（２２年４月１日現在）  

支給実績（ 21年度決算）                                  281千円  

支給職員１人当たり平均支給年額（ 21年度決算）                                7,215円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（ 21年度）                                  20.4％  

手当の種類（手当数）  4  

手当の名称  主な支給対象職員  主な支給対象業務  左記職員に対する支給単価 

徴税事務手当  市 民 税 務 課 職 員  直 接 徴 収 の 事 務 従 事 者  日 額 2 0 0円  

社会福祉業務手当  福 祉 課 職 員  社会福祉主事、査察指導員等  日 額 2 0 0円  

防 疫 作 業 手 当  感 染 等 予 防 従 事 者  感 染 等 予 防 従 事 者  日 額 3 0 0円  

結核患者家庭訪問手当  保 健 師  患 者 宅 へ の 家 庭 訪 問  日 額 1 0 0円  

 

 

 (4) 時間外勤務手当  

支 給 実 績 （ ２ １ 年 度 決 算 ）                   3 1 , 3 1 4千円  

職員 1人当たり平均支給年額（ 21年度決算）                   1 6 3千円   

 
 
 (5) その他の手当（２２年４月１日現在）  

  

手  当  名  

 

内容及び支給単価 
国の制度  

との異同  

国の制度と  

異なる内容  

支給実績  

（ 21年度  

決算）  

支給職員１人当た  

り平 均 支 給 年 額  

（ 21年度決算） 
扶 養 手 当      配偶者           13,000円  

配偶者以外 1人につき      6,500円  

配偶者がいない場合 1人目   11,000円  

特定期間 (16歳年度～ 22歳年度 )内のあ

る子        1人につき 5,000円を追加  

 

同  － 28,903千円  258,067円  

住 居 手 当      貸家、貸間  最高限度額   27,000円  

持家（新築、購入から 5年間） 5,000円  
同  －  6,616千円  254,481円  

通 勤 手 当      交通機関利用者 55,000円まで全額支給  

自動車、バイク、自転車（片道 2km未満

は対象外）     2,000円～ 24,500円  

同  －  9,285千円  61,495円  

管理職手当  部長    給料月額の      10% 

課長      〃        8% 
－  －  12,840千円  458,577円  
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５  特別職の報酬等の状況（２２年４月１日現在）  

 

  (注 )１  給料及び報酬の（  ）内は、減額措置を行う前の金額である。  

    ２  退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期  

（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。  

 

 

 

 

６  職員数の状況  

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由  

                                                      （各年４月１日現在）  
          区  分  
部  門  

職   員   数  対  前  年  
増  減  数  

主 な 増 減 理 由            
 平成 22年  平成 21年  

  
 普  
  
 通  
  
 会  
  

 計  

  

 部  

 
 門  
 

 一  
 般  
 行  
 政  
 部  
 門  
 

議   会  
総   務  
税   務  
労   働  
農 林 水 産  
商   工  
土   木  
民   生  
衛   生  

3  
5 9  
1 7  
 

2 0  
6  
1 2  
3 4  
1 5  

3  
5 6  
1 7  
 

2 2  
6  
1 4  
3 1  
1 5  

0  
3  
0  
 

△ 2  
0  

△ 2  
3  
0  

 

業 務 増  
 
 
事 務 の 統 廃 合 縮 小  
 
事 務 の 統 廃 合 縮 小  
業 務 増  

  計  
 

1 6 6  1 6 4  2 ＜参考＞  

人口 1万人当たり職員数  57.08 人  

（類 似 団 体 の 人 口 1 万 人 当 た り 職 員 数    73.05 人）  

 教育部門  2 6  2 7  △ 1  事 務 の 統 廃 合 縮 小  
 消防部門      

小    計  1 9 2  1 9 1  1  
 

＜参考＞  

人口 1万人当たり職員数 65.69 人  

（類 似 団 体 の 人 口 1 万 人 当 た り 職 員 数  96.06 人）  

公  
営  
企会  
業計  
等部  

 門  

水     道  
下   水   道  
そ   の   他  

7  
6  
6  

7  
6  
6  

0  
0  
0  

 

 

小    計  1 9  1 9  0   

合   計  

 

2 1 1  
[ 2 2 2 ]  

2 1 0  
[ 2 2 2 ]  

1  
〔 0〕  

＜参考＞ 
人口1万人当たり職員数 72.56人  

 （注）１  職員数は一般職に属する職員数である。  

    ２  [     ]内は、条例定数の合計である。  

区      分  給 料 月 額 等                     

  

 給  

  

 

料  

 

  

市      長  

 

副   市   長  

 

 

        ７６８，０００  円  

     （         円） 

        ６３５，０００  円  

     （         円） 

     

（参考）類似団体における最高／最低額  

 ９４０，０００円／２５９，０００円  

 

 ７５０，０００円／２４９，０００円  

 

  

 報  

 

 

 酬  

 

議      長  

 

副   議   長  

 

議      員  

 

        ４００，０００  円  

     （         円） 

        ３３０，０００  円  

     （         円） 

        ３１０，０００  円  

    （         円） 

 ５４５，０００円／２３０，０００円  

 

 ４７４，０００円／２００，０００円  

 

 ４５０，０００円／１８０，０００円  

 

 期  

 末  

 手  

 当  

 

市      長  

副   市   長  

       （２１年度支給割合）  

              ３．１０月分  

議      長  

副   議   長  

議      員  

       （２１年度支給割合）  

              ３．１０月分  

 退  

 職  

 手  

 当  

 

 

市      長  

副   市   長  

 

 （算定方式）         （１期の手当額）        （支給時期）  

     ５００／１００          １５，３６０千円     退職時 

    ２９４／１００            ７，４６７千円       〃  

    

備    考   
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(2) 年齢別職員構成の状況（２２年４月１日現在）  

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

 

区  分 

20歳  

 

未満 

20歳  

～  

23歳 

24歳  

～  

27歳 

28歳  

～  

31歳 

32歳  

～  

35歳 

36歳  

～  

39歳 

40歳  

～  

43歳 

44歳  

～  

47歳 

48歳  

～  

51歳 

52歳  

～  

55歳 

56歳  

～  

59歳 

60歳  

 

以上 

 

計 

 

職員数 
人  

1 
人  

   7 
人  

9 

人  

   17 
人  

17 

人  

27 

人  

24 

人  

12 

人  

22 

人  

31 

人  

43 

人  

1 

人  

211 

 

 

 (3) 定員管理の数値目標及び進捗状況  

  ①  平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標      

平成 17年 4月 1日    

職員数  

平成 22年 4月 1日    

職員数  

純減数  

 

純減率  

 

   

   

   

   

               人  

2 2 7  

               人  

2 1 3  

               人  

1 4  

               ％  

6 . 2  

                                                                                

                                                                                

                                                                                

 

  ②  定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要  

                                                   （各年４月１日現在）  

            区  分  

部  門  

１７年  

計画始期  

２２年  

５年目  

17年～ 22年  

計  

(参考 ) 

数値目標  

一般行政  

 

職員数  1 7 8  1 6 6  △ 15 1 7 4  

増  減   2          

教   育  

 

職員数  2 8  2 6  △ 2  2 0  

増  減   △ 1    

消   防  

 

職員数    －   

増  減    －   

公営企業  

等  会  計  

職員数  2 0  1 9  △ 1  1 9  

増  減   0    

計  

 

職員数  2 2 7  2 1 1  △ 1 8  2 1 3  

増  減   1        (114.3％ ) △ 1 4  

  （注）１  計画期間は、１７年～２２年の５年間である。  

         ２  （  ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。  

   ３  増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画 1 年目以  

      降現年までの職員増減数の累計を示す。  
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